
平成28年分以降

本人
本人

確定申告

住民票の添付を省略し、住民
基本台帳ネットワークシステ
ムを通じて、申告者の住民票
情報を照会。当該情報等に基
づき審査。

確定申告時に提出され
た住民票に基づき審
査。

・住民票

申告書

・住民票

申告書

地方公共団体情
報システム機構

住民票情報

市町村

住民票

住民票を発行

住民票の取得
に必要な手間、
費用が不要。

住民票の取得
に手間、手数
料がかかる。

確定申告

改正前

市町村

【所得税】住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除、居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例など
【贈与税】贈与税の配偶者控除、相続時精算課税の選択など
【相続税】小規模宅地等の特例を適用する者のうち、特定居住用宅地等を取得した者

住民票添付省略の対象となる特例

確定申告時の添付資料（住民票）の省略
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マイナンバー制度の導入に伴い、平成28年４月以降、法務省からオンラインにより日次で登記情報の入
手が可能となったことから、法人の設立届出等の事業の開始の際の手続時に提出を求めている「登記
事項証明書」の提出を省略することにより、納税者等の負担軽減を図る。（平成29年度税制改正（案））

（参考）世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成25年６月14日閣議決定、平成28年５月20日改定）

事業開始の際に必要な各種手続において登記事項証明書の添付を省略できるようにし、国民の負担軽減を図る
とともに、行政運営の高度化を図る。

・内国普通法人等の設立の届出 ・外国普通法人となった旨の届出 ・公益法人等又は人格のない社団等の収
益事業開始の届出 ・普通法人又は協同組合等となった旨の届出 ・法人課税信託の受託者となった旨の届出
・酒類業組合等の成立の届出 ・酒類業組合等の解散の届出 ・酒類業組合等の役員等の異動書類の提出
（注） 事業の開始の際に必要な手続に関連する異動・解散の際に必要な手続を対象とする。

対象手続

納税者等 納税者等

登記事項証明書の添付を省略し、
法務省から取得する法人登記情報
から納税者等の登記事項証明書情
報を確認。当該情報等により記載
内容を確認。

法人設立届
など

法人設立届
など

法人登記情報

法務局

「登記事項証明
書」を発行

法務局

登記事項証明書
の取得に必要な手
間、費用が不要。

登記事項証明書
の取得に手間、手
数料がかかる。

法人設立届提出時に提出され
た登記事項証明書により記載
内容を確認。

・定款など

・登記事項
証明書

・定款など

・登記事項
証明書

現状 今後

法人の設立届出書等の提出時における登記事項証明書の添付省略
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